
  

   「高市首相の『存立危機事態』発言は何を指すのか」  2025 年 11 月 24 日 

 衆院予算委員会で岡田克也氏が、集団的自衛権行使に絡み、台湾を念頭に「存立危機事

態」についてどのように想定しているかを質問した。高市早苗首相は、「（中国が）戦艦を

使って、武力の行使も伴うものであれば、これはどう考えても存立危機事態になりうる」

と答弁した。安倍晋三、麻生太郎両氏の「台湾有事は日本の有事」という思惑を踏まえて、

右翼的な人々の賛同を得るための発言であろう。高市発言に対し、中国は猛烈に反発し、

旅行、留学の見合わせ、輸入の差し止め、日中の会議、集会を中止するなど、通知を出し

た。国連でも、世界に対し、日本は常任理事国に適任ではないと発言をしている。中国政

府は台湾が中華人民共和国の領土の不可分の一部であることを公表し、殊に、習近平主席

は台湾を中国に統一することを最大の政治使命としている。中国、台湾問題は国内問題で

あると、他国の干渉を頑固に拒んでいる。日本政府は日中共同声明で、台湾が中国の不可

分の一部であることを確認すると表明している。台湾と国交を結んでいる国は 12 ヶ国の

み、世界は、台湾が中国に属すると認識していると理解される。 

 ところが、高市首相は、中国が台湾に武力侵攻をした場合は「存立危機事態」に当たる

と語った。首相が言う「存立危機事態」とは何を指すのか。台湾の回りを中国の戦艦が取

り囲んだ時、中東から運ばれてくる日本の石油タンカーは多少遠回りしなければならない

が、それが「存立危機事態」になるとは思えない。中国と台湾の間で「台湾有事」が起こ

った時、米国が台湾を支援して参戦すれば、日本は、集団的自衛権の行使という安保法制

の下、参戦せざるを得ない状況が生まれる。高市首相は、米軍の派兵を前提とし、米軍と

の集団的自衛権を行使することを「存立危機事態」と言っているとしか思えない。 

 中国は、国家安全法の施行によって、香港の民主化運動に壊滅的な打撃を与え、人権は

疎外され、中国化を貫徹した。中国の強権主義を目の前で見せられた。台湾も中国政府に

よって、同じように、自由、民主主義が崩壊するのではないか、台湾も香港のように、自

由な言葉を失ってしまうのではないかと危惧することは理解できる。米国は、台湾に大量

の兵器を売り渡し、台湾との関係を密にしているが、「台湾有事」に米軍を送るとは言って

いない。米国が台湾を守るために派兵し、中国と軍事的に対峙することは考えにくい。ま

た、その力も資格も米国にはないだろう。米国が第二次大戦後、自由、民主主義を守ると

して、ベトナム、アフガニスタン、イラクに派兵したが、成功した例はない。全てが無残

な敗北で終わっている。米国は苦い経験を忘れてはいまい。 

 高市首相の「存立危機事態」発言は、米国の参戦を予想し、中国対日米の戦争が起こる

と、戦争を唆すような発言ではないか。米国が派兵しない場合、高市首相が振り上げた「存

立危機事態」発言は、間抜け、お笑いとなる。それでも戦争に向かうなら、日本は取り返

しのつかない人的、諸々の被害を負うことは間違いない。かつて、勇ましい発言をした軍

部に、ジャーナリズムと国民が乗せられ、大戦に突き進んでいった過去がある。今、求め

られることは、勇ましい声に乗ることなく、戦争を起こしてはならないという国民の意思

を明らかに示すことである。法治国家という言葉が軽視され、安全保障環境が変わったと

言い張り、憲法 9 条、非核三原則、武器輸出三原則、核の平和利用もなし崩しになり、戦

前状態へと加速している状況にある。高市首相は「存立危機事態」発言を撤回し、中国と

の関係修復を図り、戦争ではなく、平和を構築することである。 


